
 
 

志太広域都市計画地区計画の変更（藤枝市決定） 
 

志太広域都市計画駅南地区計画を次のように変更する。 

 

名   称 駅南地区計画 

位   置 藤枝市前島一丁目及び田沼一丁目の全部、駅前一丁目、前島二丁目・三丁目、田

沼三丁目、四丁目及び青葉町一丁目の一部 

面   積 約７７．２ha 

区
域
の
整
備
・
開
発
又
は
保
全
に
関
す
る
方
針 

地区計画の 

目標 

本地区は、ＪＲ東海道本線藤枝駅南口に隣接する土地区画整理事業が施行済み

の地区であり、文化都市の新たな拠点づくりとしての商業基盤及び住環境の整備

を目標としている。  

そこで、地区計画を定めることにより、土地区画整理事業の事業効果の維持増

進を図り、本市の中心市街地にふさわしい土地の高度で合理的かつ健全な利用を

促進し、志太地域の中核となる商業・業務・レクリエーション機能の強化及び利

便性と快適性に満ちた魅力あふれる都市環境の形成を図るものである。 

土地利用の 

基本方針 

本市の南口玄関にふさわしい、秩序ある良好な市街地形成を図るため、次の土

地利用の計画を立てる。  

① ＪＲ藤枝駅南口駅前広場を起点に、既に商業施設等の中層建築物の立地が促

進されている区域及びこれに連担する区域を商業・業務地区（Ａ１地区）、文

化・商業地区（Ａ２地区）及び交流拠点地区（Ａ３地区）として設定し、魅力

ある商業・業務地を形成する。  

② 商業・業務地区（Ａ１地区）に連担し、ＪＲ東海道本線、都市計画道路志太

西線と都市計画道路小川青島線に囲まれた区域を商住共存地区（Ａ４地区）と

して設定し、商業・業務地区（Ａ１地区）の魅力ある商業・業務機能を補完す

るとともに、交通の利便性を活かした都市型居住機能との共存を図る。 

③ 商業・業務地区（Ａ１地区）、文化・商業地区（Ａ２地区）及び交流拠点地

区（Ａ３地区）に連担する都市計画道路小川青島線、同藤枝駅吉永線、同藤枝

駅南循環線の沿道の区域及び本区域への主要アクセス道路となる都市計画道路

志太西線沿道の区域を沿道サービス地区（Ｂ地区）として設定し、沿道サービ

スの機能の向上を図る。  

④ 都市計画道路前島下青島線田沼高柳線の沿道の区域は、住宅のほか店舗・事

務所等の立地のできる住宅地区（Ｃ地区）として、本地区の南部に位置する幹

線道路背後地は専用住宅地（Ｄ地区）とし設定し、良好な居住環境の形成を図

る。 

⑤ なお、高等学校敷地は文教地区（Ｅ地区）として、また、これに隣接する市

有地はスポーツ・レクリエーション地区（Ｆ地区）として位置づける。 

地区施設の 

整備方針 

本地区では、土地区画整理事業により整備される道路、公園等の地区施設の維

持増進を図るとともに、緑化の推進に努める。  

 

  



 
 

 

区

域

の

整

備

・

開

発

又

は

保

全

に

関

す

る

方

針 

建築物等の 

整備の方針 

①＜商業・業務地区（Ａ１地区）＞ 

本市の南玄関口としての魅力ある街並み形成をめざし、建築物の共同化や中

高層化を進めるとともに、商業・業務施設等の立地を促すことにより快適で安

全性に優れた商業地化を促進させる。 

また、公開空地等のオープンスペースを確保するなど建築物等の規制、誘導

により、潤いのある都市空間の整備を図る。 

②＜文化・商業地区（Ａ２地区）＞ 

文化及び商業施設等の複合施設の立地を促し、土地の高度利用と都市機能の

充足とを図ることで、にぎわいと生活文化の交流拠点の整備を推進する。 

また、公開空地等のオープンスペースの確保及び緑化の推進により、文化・

商業地区としての環境整備を図る。 

③<交流拠点地区（Ａ３地区）> 

藤枝駅と接続する当地区のアクセス性の高さを活かし、志太・榛原地域の中

核都市の玄関口に相応しい「賑わい」「交流機能」の集積を図る。 

また、公開空地等のオープンスペースを確保するなど建築物の規制、誘導に

より、賑わいのある魅力的な都市空間の整備を図る。 

④＜商住共存地区（Ａ４地区）＞ 

商業・業務地区の近接性と交通の利便性を活かし、商業・業務地区を補完す

る施設の立地と都市型住宅の立地の促進により、藤枝市中心市街地の拠点性の

向上を図るために、店舗等の床面積の制限を行い、商業・業務施設と都市型住

宅が共存する利便性の高い、快適な都市空間の整備を図る。 

⑤＜沿道サービス地区（Ｂ地区）＞ 

幹線道路沿道の利便性を考慮し、住宅のほか店舗・事務所・サービス施設等

の立地のできる沿道にふさわしい土地利用と街並みが形成されるよう建築物等

の規制、誘導を図る。  

⑥＜住宅地区（Ｃ地区）＞  

住民の利便性を考慮し、住宅のほか店舗・事務所等の立地のできる住宅地に

ふさわしい土地利用と街並みが形成されるよう用途の制限及びその他建築物等

の規制・誘導を図る。  

また、緑化を推進し、緑豊かな潤いのある都市空間の整備を図る。 

⑦＜専用住宅地区（Ｄ地区）＞  

閑静な専用住宅地として、良好な居住環境が形成されるよう建築物等の規

制、誘導を図る。 

また、緑化を推進し、緑豊かな潤いのある都市空間の整備を図る。 

⑧＜文教地区（Ｅ地区）＞  

高等学校の施設用地として維持するとともに、公開空地等のオープンスペー

スの確保及び緑化の推進により、文教地区としての環境整備を図る。  

⑨＜スポーツ・レクリエーション地区（Ｆ地区）＞ 

県立武道館の施設用地としての利用を図るとともに、公開空地等のオープン

スペースの確保及び緑化の推進により、スポーツ・レクリエーション地区とし

ての環境整備を図る。  

 

  



 
 

 

地
区
整
備
計
画 

地 区 施 設 の 配 置
及び規模 

公共空地（公共空地１）   幅員４～５．４８ｍ、延長１７５ｍ 
    （歩行者専用道路１）幅員４ｍ、     延長１５４ｍ 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の  
区分  

名称  文化・商業地区 
（Ａ２地区） 

交流拠点地区 
（Ａ３地区） 

商住共存地区 
（Ａ４地区） 

スポーツ・レクリエーション
地区（Ｆ地区） 

面積  約 1.3ha 約 0.7ha 約 9.8ha 約 2.1ha 

建築物等の 
用途の制限 

  店舗等の床面積
が 10,000 ㎡を超
える建築物は建築
してはならない。 

観覧場、体育館
及びこれに付随す
る建築物以外の建
築物は建築しては
ならない。 

建築物の 
容積率の 
最高限度 

３５／１０ 
た だ し 、 公 会

堂 、集会場及び図
書 館の用に供する
部 分を備える建築
物 で、その部分の
床面積が 2,000 ㎡以
上 の場合は４０／
１０  

５０／１０ 
た だ し 、 日 常 的

に開放 され、歩行
者が自 由に通行又
は 利 用 で き る 通
路、広 場その他こ
れらに 類するもの
（壁面 の位置の制
限に係 る部分を除
く。）の面積の合計
が 敷 地 面 積 の １
０％以 上の場合は
６０／１０  

  

建築物の容積率  
の最低限度  ２０／１０ ３０／１０   

建築物の 
建蔽率の 
最高限度 

８／１０ 
ただし、建蔽率の

最高限度は、建築基
準法第５３条の第３
項第２号に該当する
建築物にあっては１
／１０を加えた数値
とする。  

７／１０ 
ただし、建蔽率の

最高限度は、建築基
準法第５３条の第３
項第２号に該当する
建築物にあっては１
／１０を加えた数値
とする。  

  

建築物の建築  
面積の最低限度  １，０００㎡ １，０００㎡   

壁面の位置 
の制限 

道 路 に 面 す る 建
築 物の外壁又はこ
れ に代わる柱の面
は 、道路境界線か
ら 2.0ｍ以上離さな
ければならない。  

た だ し 、 次 の 各
号 の一に該当する
建 築物はこの限り
ではない。  
(1)高さが４ｍを超

える部分  
(2)地盤面下の部分  

道 路 に 面 す る 建
築物の 外壁又はこ
れに代 わる柱の面
は、道 路境界線か
ら 2.0ｍ以上離さな
ければならない。  

た だ し 、 次 の 各
号の一 に該当する
建築物 はこの限り
ではない。  
(1)高さが４ｍを超

える部分  
(2)地盤面下の部分  
(3)特定行政庁が建

築 審 査 会 の 同 意
を 得 て 許 可 し た
歩 廊 の 柱 そ の 他
こ れ に 類 す る も
の  

 壁面等から区画
道路の境界線まで
の距離４ｍ 

建築物等の  
形態・意匠の  

制限  

(1)建築物の屋根及び外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原色を避け周囲と調和した落
ち着きのある色調とする。  

(2)看板・広告物・広告塔は、美観を損なわないものとする。  
「区域、地区整備計画の区域、地区施設の配置及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」  



 
 

理   由  

 

藤枝市中心市街地の活性化の好循環を持続的に推進するため、駅南地区の用途地域

の変更に合わせて、駅南地区計画を本案のとおり変更する。 

 

 

 

 

 

 

  



 
 

変 更 理 由  

 

藤枝市中心市街地は、藤枝市だけでなく志太榛原地域の生活・交流拠点、高次な都市機

能と街なか居住を促進する都市拠点であり、JR藤枝駅周辺は活性化をけん引する先導的な

役割を担い、商業・業務機能の集積、文化・交流施設、駐車場の整備による魅力と活力の

再生を図る地区として位置づけられている地区である。 

近年、駅周辺を中心とした市街地再開発事業や土地利用の転換により、駅前から周辺に

かけて商業施設、集合住宅の開発が進み、中心市街地内の人口は増加傾向にあり、活性化

が好循環している。  

しかし、一部のエリアでは人口が減少している箇所も見られ、駅南地区では人口減少へ

の対応、ポテンシャルを活かした商業施設の誘導や駐車場の集約整備などの土地活用・高

度利用等の予定事業がなく、対策を講じなければ活性化の好循環が回らなくなる可能性が

ある。 

そのため、駅南地区における合理的かつ健全な土地利用の規制誘導を行い良好な市街地

形成を図り、商業施設の適切な誘導、土地利用転換や土地活用・高度利用による中心市街

地活性化の好循環を維持・促進を図ることを目的として、用途地域を変更することとして

いる。 

藤枝市中心市街地において、志太地域の中核として利便性と快適性に満ちた魅力あふれ

る都市環境の形成を図るため、用途地域の変更範囲を新たに商業と住宅が共生した地区と

して本地区計画に位置づけるため、駅南地区計画を本案のとおり変更する。 

 

 



 
 

 

変 更 概 要  
変更前 変更後 

名称 駅南地区計画  名称 駅南地区計画  

位置 
藤枝市前島一丁目及び田沼一丁目の全部、駅前一丁目、前島二丁目・三丁

目、田沼三丁目、四丁目及び青葉町一丁目の一部 

位置 藤枝市前島一丁目及び田沼一丁目の全部、駅前一丁目、前島二丁目・三丁

目、田沼三丁目、四丁目及び青葉町一丁目の一部 

面積 約７７．２ha 面積 約７７．２ha 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

地区計画の目標 

本地区は、ＪＲ東海道本線藤枝駅南口に隣接する土地区画整理事業が施行

済みの地区であり、文化都市の新たな拠点づくりとしての商業基盤及び住環

境の整備を目標としている。 
そこで、地区計画を定めることにより、土地区画整理事業の事業効果の維持

増進を図り、本市の中心市街地にふさわしい土地の高度で合理的かつ健全な

利用を促進し、志太地域の中核となる商業・業務・レクリエーション機能の

強化及び利便性と快適性に満ちた魅力あふれる都市環境の形成を図るもので

ある。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

地区計画の目標 

本地区は、ＪＲ東海道本線藤枝駅南口に隣接する土地区画整理事業が施行

済みの地区であり、文化都市の新たな拠点づくりとしての商業基盤及び住環

境の整備を目標としている。 
そこで、地区計画を定めることにより、土地区画整理事業の事業効果の維持

増進を図り、本市の中心市街地にふさわしい土地の高度で合理的かつ健全な

利用を促進し、志太地域の中核となる商業・業務・レクリエーション機能の

強化及び利便性と快適性に満ちた魅力あふれる都市環境の形成を図るもので

ある。 

土地利用の基本方針 

本市の南口玄関にふさわしい、秩序ある良好な市街地形成を図るため、次

の土地利用の計画を立てる。 
①  ＪＲ藤枝駅南口駅前広場を起点に、既に商業施設等の中層建築物の立地が

促進されている区域及びこれに連担する都市計画道路藤枝駅南循環線沿道

の区域を商業・業務地区（Ａ１地区）、文化・商業地区（Ａ２地区）及び交

流拠点地区（Ａ３地区）として設定し、魅力ある商業・業務地を形成す

る。 
 
 
 
 
②  商業・業務地区（Ａ１地区）、文化・商業地区（Ａ２地区）及び交流拠点

地区（Ａ３地区）に連担する都市計画道路小川青島線、同藤枝駅吉永線、

同藤枝駅南循環線の沿道の区域及び本区域への主要アクセス道路となる都

市計画道路志太西線沿道の区域を沿道サービス地区（Ｂ地区）として設定

し、沿道サービスの機能の向上を図る。 
③  商業・業務地区（Ａ１地区）に連担するＪＲ東海道本線に隣接する区域及

び都市計画道路前島下青島線田沼高柳線の沿道の区域は、住宅のほか店

舗・事務所等の立地のできる住宅地区（Ｃ地区）として、本地区の南部に

位置する幹線道路背後地は専用住宅地（Ｄ地区）とし設定し、良好な居住

環境の形成を図る。 
④  なお、高等学校敷地は文教地区（Ｅ地区）として、また、これに隣接する

市有地はスポーツ・レクリエーション地区（Ｆ地区）として位置づける。  

土地利用の基本方針 

本市の南口玄関にふさわしい、秩序ある良好な市街地形成を図るため、次

の土地利用の計画を立てる。 
①  ＪＲ藤枝駅南口駅前広場を起点に、既に商業施設等の中層建築物の立地が

促進されている区域及びこれに連担する区域を商業・業務地区（Ａ１地

区）、文化・商業地区（Ａ２地区）及び交流拠点地区（Ａ３地区）として設

定し、魅力ある商業・業務地を形成する。 
②  商業・業務地区（Ａ１地区）に連担し、ＪＲ東海道本線、都市計画道路志

太西線と都市計画道路小川青島線に囲まれた区域を商住共存地区（Ａ４地

区）として設定し、商業・業務地区（Ａ１地区）の魅力ある商業・業務機

能を補完するとともに、交通の利便性を活かした都市型居住機能との共存

を図る。 
③  商業・業務地区（Ａ１地区）、文化・商業地区（Ａ２地区）及び交流拠点

地区（Ａ３地区）に連担する都市計画道路小川青島線、同藤枝駅吉永線、

同藤枝駅南循環線の沿道の区域及び本区域への主要アクセス道路となる都

市計画道路志太西線沿道の区域を沿道サービス地区（Ｂ地区）として設定

し、沿道サービスの機能の向上を図る。 
④  都市計画道路前島下青島線田沼高柳線の沿道の区域は、住宅のほか店舗・

事務所等の立地のできる住宅地区（Ｃ地区）として、本地区の南部に位置

する幹線道路背後地は専用住宅地（Ｄ地区）とし設定し、良好な居住環境

の形成を図る。 
 
⑤  なお、高等学校敷地は文教地区（Ｅ地区）として、また、これに隣接する

市有地はスポーツ・レクリエーション地区（Ｆ地区）として位置づける。  

地区施設の整備方針 
本地区では、土地区画整理事業により整備される道路、公園等の地区施設

の維持増進を図るとともに、緑化の推進に努める。 
地区施設の整備方針 

本地区では、土地区画整理事業により整備される道路、公園等の地区施設

の維持増進を図るとともに、緑化の推進に努める。 

建築物等の整備方針 

①＜商業・業務地区（Ａ１地区）＞ 

本市の南玄関口としての魅力ある街並み形成をめざし、建築物の共同化

や中高層化を進めるとともに、商業・業務施設等の立地を促すことにより

快適で安全性に優れた商業地化を促進させる。また、公開空地等のオープ

ンスペースを確保するなど建築物等の規制、誘導により、潤いのある都市

空間の整備を図る。 
②＜文化・商業地区（Ａ２地区）＞ 

文化及び商業施設等の複合施設の立地を促し、土地の高度利用と都市機

能の充足とを図ることで、にぎわいと生活文化の交流拠点の整備を推進す

る。また、公開空地等のオープンスペースの確保及び緑化の推進により、

文化・商業地区としての環境整備を図る。 

建築物等の整備方針 

①＜商業・業務地区（Ａ１地区）＞ 

本市の南玄関口としての魅力ある街並み形成をめざし、建築物の共同化

や中高層化を進めるとともに、商業・業務施設等の立地を促すことにより

快適で安全性に優れた商業地化を促進させる。また、公開空地等のオープ

ンスペースを確保するなど建築物等の規制、誘導により、潤いのある都市

空間の整備を図る。 
②＜文化・商業地区（Ａ２地区）＞ 

文化及び商業施設等の複合施設の立地を促し、土地の高度利用と都市機

能の充足とを図ることで、にぎわいと生活文化の交流拠点の整備を推進す

る。また、公開空地等のオープンスペースの確保及び緑化の推進により、

文化・商業地区としての環境整備を図る。 

  



 
 

 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
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建築物等の整備方針 

③＜交流拠点地区（Ａ３地区）＞ 
藤枝駅と接続する当地区のアクセス性の高さを活かし、志太・榛原地域

の中核都市の玄関口に相応しい｢賑わい｣｢交流機能｣の集積を図る。また、

公開空地等のオープンスペースを確保するなど建築物の規制、誘導によ

り、賑わいのある魅力的な都市空間の整備を図る。 
 
 
 
 
 

④＜沿道サービス地区（Ｂ地区）＞ 

幹線道路沿道の利便性を考慮し、住宅のほか店舗・事務所・サービス施

設等の立地のできる沿道にふさわしい土地利用と街並みが形成されるよう

建築物等の規制、誘導を図る。 
⑤＜住宅地区（Ｃ地区）＞ 

住民の利便性を考慮し、住宅のほか店舗・事務所等の立地のできる住宅

地にふさわしい土地利用と街並みが形成されるよう用途の制限及びその他

建築物等の規制・誘導を図る。また、緑化を推進し、緑豊かな潤いのある

都市空間の整備を図る。  
⑥＜専用住宅地区（Ｄ地区）＞ 

閑静な専用住宅地として、良好な居住環境が形成されるよう建築物等の

規制、誘導を図る。また、緑化を推進し、緑豊かな潤いのある都市空間の

整備を図る。  
⑦＜文教地区（Ｅ地区）＞ 

高等学校の施設用地として維持するとともに、公開空地等のオープンス

ペースの確保及び緑化の推進により、文教地区としての環境整備を図る。  
⑧＜スポーツ・レクリエーション地区（Ｆ地区）＞ 

県立武道館の施設用地としての利用を図るとともに、公開空地等のオー

プンスペースの確保及び緑化の推進により、スポーツ・レクリエーション

地区としての  環境整備を図る。 

  

③＜交流拠点地区（Ａ３地区）＞ 
藤枝駅と接続する当地区のアクセス性の高さを活かし、志太・榛原地域

の中核都市の玄関口に相応しい｢賑わい｣｢交流機能｣の集積を図る。また、

公開空地等のオープンスペースを確保するなど建築物の規制、誘導によ

り、賑わいのある魅力的な都市空間の整備を図る。 
④＜商住共存地区（Ａ４地区＞ 

商業・業務地区の近接性と交通の利便性を活かし、商業・業務地区を補

完する施設の立地と都市型住宅の立地の促進により、藤枝市中心市街地の

拠点性の向上を図るために、店舗等の床面積の制限を行い、商業・業務施

設と都市型住宅が共存する利便性の高い、快適な都市空間の整備を図る。 

⑤＜沿道サービス地区（Ｂ地区）＞ 

幹線道路沿道の利便性を考慮し、住宅のほか店舗・事務所・サービス施

設等の立地のできる沿道にふさわしい土地利用と街並みが形成されるよう

建築物等の規制、誘導を図る。 
⑥＜住宅地区（Ｃ地区）＞ 

住民の利便性を考慮し、住宅のほか店舗・事務所等の立地のできる住宅

地にふさわしい土地利用と街並みが形成されるよう用途の制限及びその他

建築物等の規制・誘導を図る。また、緑化を推進し、緑豊かな潤いのある

都市空間の整備を図る。  
⑦＜専用住宅地区（Ｄ地区）＞ 

閑静な専用住宅地として、良好な居住環境が形成されるよう建築物等の

規制、誘導を図る。また、緑化を推進し、緑豊かな潤いのある都市空間の

整備を図る。  
⑧＜文教地区（Ｅ地区）＞ 

高等学校の施設用地として維持するとともに、公開空地等のオープンス

ペースの確保及び緑化の推進により、文教地区としての環境整備を図る。  
⑨＜スポーツ・レクリエーション地区（Ｆ地区）＞ 

県立武道館の施設用地としての利用を図るとともに、公開空地等のオー

プンスペースの確保及び緑化の推進により、スポーツ・レクリエーション

地区としての  環境整備を図る。 

地
区
整
備
計
画 

地区施設の配置及び

規模 
公共空地（公共空地１）    幅員４～５．４８ｍ、延長約１７５ｍ  

（歩行者専用道路１） 幅員４ｍ、     延長約１５４ｍ 

地
区
整
備
計
画 

地区施設の配置及び

規模 
公共空地（公共空地１）    幅員４～５．４８ｍ、延長約１７５ｍ  

（歩行者専用道路１） 幅員４ｍ、     延長約１５４ｍ 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 
名称 

文化・商業地区 
（Ａ２地区）  

交流拠点地区  
（Ａ３地区）  

スポーツ・レクリエー

ション地区（Ｆ地区） 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の 
区分 

名称 
文化・商業地区 
（Ａ２地区）  

交流拠点地区  
（Ａ３地区）  

商住共存地区  
（Ａ４地区）  

スポーツ・レクリ

エーション地区  
（Ｆ地区） 

面積 約１．３ｈａ  約０．７ｈａ  約２．１ｈａ  面積 約１．３ｈａ  約０．７ｈａ  約９．８ｈａ  約２．１ｈａ  

建築物等の用途

の制限 
－ － 

観覧場、体育館及び

これに付随する建築物

以外の建築物は建築し

てはならない。 
建築物等の用途

の制限 
－ － 

店舗等の床面積

が 10,000㎡を超え

る建築物は建築し

てはならない。 

観覧場、体育館

及びこれに付随

する建築物以外

の建築物は建築

し て は な ら な

い。 

 

  



 
 

 

地
区
整
備
計
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建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の容積率

の最高限度 

３５／１０ 
ただし、公会堂、集会

場及び図書館の用に供す

る部分を備える建築物

で、その部分の床面積が

2,000 ㎡以上の場合は４

０／１０ 

５０／１０ 
ただし、日常的に開

放され、歩行者が自由

に通行又は利用できる

通路、広場その他これ

らに類するもの（壁面

の位置の制限に係る部

分を除く。）の面積の合

計が敷地面積の１０％

以上の場合は６０／１

０  

－ 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の容積率

の最高限度 

３５／１０ 
た だ し 、 公 会

堂、集会 場及び

図書館の 用に供

する部分 を備え

る建築物 で、そ

の部分の 床面積

が 2,000 ㎡以上の

場合は４ ０／１

０  

５０／１０ 
た だ し 、 日 常

的に開放され、

歩行者が自由に

通行又は利用で

きる通路、広場

その他これらに

類するもの（壁

面の位置の制限

に係る部分を除

く。）の面積の合

計が敷地面積の

１０％以上の場

合は６０／１０ 

－ － 

建築物の容積率

の最低限度 
２０／１０ ３０／１０ － 

建築物の容積率

の最低限度 
２０／１０ ３０／１０ － － 

建築物の建蔽率

の最高限度 

８／１０ 
ただし、建蔽率の最高

限度は、建築基準法第５

３条の第３項第２号に該

当する建築物にあっては

１／１０を加えた数値と

する。 

７／１０ 
ただし、建蔽率の最

高限度は、建築基準法

第５３条の第３項第２

号に該当する建築物に

あっては１／１０を加

えた数値とする。  

－ 
建築物の建蔽率

の最高限度 

８／１０ 
た だ し 、 建 蔽

率 の 最 高 限 度

は、建築 基準法

第５３条 の第３

項第２号 に該当

す る 建 築 物 に

あっては １／１

０を加え た数値

とする。 

７／１０ 
た だ し 、 建 蔽

率 の 最 高 限 度

は、建築基準法

第５３条の第３

項第２号に該当

す る 建 築 物 に

あっては１／１

０を加えた数値

とする。 

－ － 

建築物の建築  
面積の最低限度 

１，０００㎡  １，０００㎡  － 
建築物の建築  

面積の最低限度 
１，０００㎡  １，０００㎡  － － 

壁面の位置の  
制限 

道路に面する建築物の

外壁又はこれに代わる柱

の面は、道路境界線から

2.0ｍ以上離さなければ

ならない。 
ただし、次の各号の一

に該当する建築物はこの

限りではない。 
(1)高さが４ｍを超える

部分 
(2)地盤面下の部分 

道路に面する建築物

の外壁又はこれに代わ

る柱の面は、道路境界

線から 2.0ｍ以上離さな

ければならない。  
ただし、次の各号の

一に該当する建築物は

この限りではない。 
(1)高さが４ｍを超える

部分 
(2)地盤面下の部分 
(3)特定行政庁が建築審

査会の同意を得て許

可した歩廊の柱その

他これに類するもの 

－ 
壁面の位置の  

制限 

道 路 に 面 す る

建築物の 外壁又

はこれに 代わる

柱の面は 、道路

境界線から 2.0ｍ
以上離さ なけれ

ばならない。  
た だ し 、 次 の

各号の一 に該当

する建築 物はこ

の 限 り で は な

い。 
(1)高さが４ｍを

超える部分 
(2)地盤面下の部

分  

道 路 に 面 す る

建築物の外壁又

はこれに代わる

柱の面は、道路

境界線から 2.0ｍ
以上離さなけれ

ばならない。  
た だ し 、 次 の

各号の一に該当

する建築物はこ

の 限 り で は な

い。 
(1)高さが４ｍを

超える部分 
(2)地盤面下の部

分  
(3)特定行政庁が

建 築 審 査 会 の

同 意 を 得 て 許

可 し た 歩 廊 の

柱 そ の 他 こ れ

に類するもの  

－ － 

建築物等の形

態・意匠の制限 

(1)建築物の屋根及び外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原色を避け周囲と調

和した落ち着きのある色調とする。 
(2)看板・広告物・広告塔は、美観を損なわないものとする。 

建築物等の形

態・意匠の制限 

(1)建築物の屋根及び外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原色を避け周囲と調

和した落ち着きのある色調とする。 
(2)看板・広告物・広告塔は、美観を損なわないものとする。 



 
 

 


